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二宮町の開発事業における手続及び基準等に関する条例 

目次 

第１章 総則（第１条―第４条） 

第２章 開発事業に関する手続 

 第１節 大規模開発事業等の手続（第５条―第８条） 

 第２節 開発事業の協議手続（第９条―第 21 条） 

第３節 開発事業の基準（第 22 条―第 27 条） 

 第４節 都市計画法に定める開発許可の基準（第 28 条―第 31 条） 

第３章 開発事業に係る紛争の予防及び調整（第 32 条―第 39 条） 

第４章 雑則（第 40 条―第 46 条） 

第５章 罰則（第 47 条・第 48 条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、本町における開発事業に関し、必要な手続並びに公共施設、公

益施設及び開発事業の整備基準その他必要な事項を定めることにより、秩序あるま

ちづくりの促進を図り、もって本町の特性に応じた良好なまちづくりの実現に資す

ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１） 町民 町内に住所を有する者、町内に在勤し、又は在学する者、町内で事

業を営む者、町内に土地又は建築物を所有する者をいう。 

（２） 開発事業 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号。以下「都計法」という。）

第４条第 12 項に規定する開発行為及び建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号。

以下「建基法」という。）第２条第 13 号に規定する建築その他規則で定める行

為をいう。 

（３） 開発区域 開発事業が行われる土地の区域をいう。 

（４） 周辺住民 次に掲げる者をいう。 

ア 開発区域周辺の規則で定める範囲内の区域に、土地を所有する者又は建築

物の全部若しくは一部を占有し、若しくは所有する者 

イ アに掲げる者のほか規則で定める者 

（５） 事業者 開発事業を行おうとする者及び開発事業を行う者をいう。 

２ 前項に定めるもののほか、この条例における用語の意義は、都計法、都市計画法
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施行令（昭和 44 年政令第 158 号。以下「都計法令」という。）、建基法及び建築基

準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）その他関係法令の例による。 

（町の責務） 

第３条 町は、開発事業に関する総合的な調整に努めるとともに、この条例の目的を

達成するために必要な施策を講じなければならない。 

２ 町は、町民及び事業者に対し、開発事業及びまちづくりに関連する必要な助言又

は指導を行わなければならない。 

（町民及び事業者の責務） 

第４条 町民は、この条例の目的を尊重し、自ら都市環境の形成及び保全に努めると

ともに、町が行う施策に協力しなければならない。 

２ 事業者は、この条例の目的を尊重し、開発事業を行うにあたっては、周辺の環境

に配慮し、良好な都市環境が形成されるよう必要な措置を講ずるとともに、町が行

う施策に協力しなければならない。 

３ 町民及び事業者は、開発事業に係る紛争が生じたときは、相互の立場を尊重し、

互譲の精神をもって解決するよう努めなければならない。 

第２章 開発事業に関する手続 

第１節 大規模開発事業等の手続 

（大規模開発事業等の基本構想の届出） 

第５条 事業者は、次の各号のいずれかに該当する開発事業を行おうとするときは、

開発事業の具体的な計画を作成しようとする前に、規則で定めるところにより、開

発事業構想届出書（以下「構想届出書」という。）を町長に届け出なければならな

い。 

（１） 開発区域の面積が 3,000 平方メートル以上のもの（規則で定める開発事業

を除く。） 

（２） 中高層建築物（高さ 10 メートルを超える建築物又は地階を除く階数が３

以上で、自己の居住の用に供する専用の住宅を除く建築物をいう。以下同じ。）

の建築 

（３） 前２号に掲げるもののほか規則で定める行為 

２ 町長は、前項の規定による届出があったときは、その届出を受けた日以後、速や

かに当該構想届出書の写しを公衆の縦覧に供しなければならない。 

（大規模開発事業等の基本構想の周知） 

第６条 事業者は、前条第１項の届出を行ったときは、当該届出の日の翌日から起算

して７日以内に開発区域内の見やすい場所に、規則で定めるところにより、開発事

業構想板を設置しなければならない。 

２ 事業者は、前項の規定により開発事業構想板を設置したときは、規則で定めると

ころにより、速やかにその旨を町長に届け出なければならない。 

（大規模開発事業等の基本構想に関する意見書） 

第７条 周辺住民は、前条第２項の届出の日の翌日から起算して 14 日以内に、規則

http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000710
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000710
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000707
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000707
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000728
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000731


3 
 

で定めるところにより、開発事業の基本構想に関する意見書を町長に提出すること

ができる。 

２ 町長は、前項の意見書の提出を受けたときは、同項に規定する期間を経過した日

以後、速やかにその写しを事業者に送付しなければならない。 

３ 事業者は、前項の規定により意見書の写しの送付を受けたときは、規則で定める

ところにより、速やかにその意見に対する見解書を町長に提出しなければならない。 

４ 町長は、前項の見解書の提出を受けたときは、速やかに当該見解書及び第１項 

の意見書の写しを公衆の縦覧に供しなければならない。 

（大規模開発事業等の基本構想に関する助言又は指導） 

第８条 町長は、第５条第１項による届出の内容が二宮町都市計画マスタープランそ

の他関係する計画との整合又は良好なまちづくりを推進するために必要と認める

ときは、事業者に対し、計画内容の見直し等必要な措置を講ずるよう、規則で定め

るところにより、助言又は指導を行うことができる。 

２ 町長は、前項の規定による助言又は指導を行うにあたっては、二宮町開発協議会

規程（平成３年二宮町規程第７号）で定めるところにより、二宮町開発協議会の意

見を聴くことができる。 

３ 町長は、第１項の規定による助言又は指導を行ったときは、その助言又は指導の

内容を公衆の縦覧に供しなければならない。 

４ 第１項の規定による助言又は指導を受けた事業者は、これを尊重しなければなら

ない。 

第２節 開発事業の協議手続 

（開発事業計画の協議等） 

第９条 事業者は、次の各号のいずれかに該当する開発事業を行おうとするときは、

規則で定めるところにより、開発事業事前協議書（以下「事前協議書」という。）

を町長に提出しなければならない。 

（１） 第５条第１項の届出を必要とするもの 

（２） 都計法第 29 条第１項の許可を必要とするもの 

（３） 前２号に掲げるもののほか、開発区域の面積が 500 平方メートル以上のも

の（規則で定める開発事業を除く。） 

２ 前項第１号に規定する開発事業については、第７条第１項に定める期間が経過し

た日（同項の意見書の提出を受けた場合は同条第４項の縦覧開始の日、前条第１項

の規定による助言又は指導があった場合は同条第３項の縦覧の日）以後でなければ、

前項に規定する事前協議書を提出することができない。 

３ 町長は、第１項の規定による事前協議書の提出を受けたときは、その提出を受け

た日以後、速やかに当該事前協議書の写しを公衆の縦覧に供しなければならない。 

４ 事業者は、第１項で規定する事前協議書の作成に当たっては、良好な地域のまち

づくりに寄与できるよう努めるものとする。 

（開発事業の周辺住民への周知） 
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第 10 条 事業者は、前条第１項の規定による事前協議書の提出を行ったときは、当

該提出の日の翌日から起算して７日以内に開発区域内の見やすい場所に、規則で定

めるところにより、開発事業計画板を設置しなければならない。 

２ 事業者は、前項の規定により開発事業計画板を設置したときは、規則で定めると

ころにより、速やかにその旨を町長に届け出なければならない。 

３ 事業者は、前項の届出の日の翌日から起算して 10 日を経過した後、規則で定め

るところにより、周辺住民を対象とする当該開発事業の計画に関する説明会を開催

しなければならない。ただし、規則で定める開発事業については、この限りでない。 

４ 事業者は、前項の説明を行ったときは、その結果を規則で定めるところにより、

速やかに町長に報告しなければならない。 

５ 町長は、前項の規定による報告を受けたときは、その報告を受けた日以後、速や

かに当該報告書の写しを公衆の縦覧に供しなければならない。 

（開発事業に関する意見書の提出等） 

第11条 周辺住民は、前条第３項に規定する説明会が開催された開発事業について、

その開催の日の翌日から起算して 14 日以内に、規則で定めるところにより、当該

開発事業に関する意見書を町長に提出することができる。 

２ 町長は、前項の規定による意見書の提出を受けたときは、同項に規定する期間を

経過した日以後、速やかにその写しを事業者へ送付しなければならない。 

３ 事業者は、前項の規定による意見書の写しの送付を受けたときは、規則で定める

ところにより、速やかにその意見書に対する見解書を町長に提出しなければならな

い。 

４ 町長は、前項の見解書の提出を受けたときは、その提出を受けた日以後、速やか

に当該見解書及び第１項の意見書の写しを公衆の縦覧に供しなければならない。 

（再意見書の提出等） 

第 12 条 周辺住民は、前条第３項の見解書に対する意見を有する場合、同条第４項

に規定する縦覧開始の日の翌日から起算して７日以内に、規則で定めるところによ

り、再意見書を町長に提出することができる。 

２ 町長は、前項の規定による再意見書の提出を受けたときは、同項に規定する期間

を経過した日以後、速やかにその再意見書の写しを事業者に送付しなければならな

い。 

３ 事業者は、前項の規定による再意見書の写しの送付を受けたときは、規則で定め

るところにより、速やかにその再意見書に対する再見解書を町長に提出しなければ

ならない。 

４ 町長は、前項の再見解書の提出を受けたときは、速やかに当該再見解書及び第１

項の再意見書の写しを公衆の縦覧に供しなければならない。 

（協議事項の通知） 

第 13 条 町長は、第 11 条第１項に規定する意見書の提出期間が経過した日（同項の

意見書の提出があった場合は前条第１項に規定する再意見書の提出期間が経過し
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た日、前条第１項の規定による再意見書の提出があった場合は同条第４項に規定す

る縦覧開始の日、第 10 条第３項ただし書の適用を受ける開発事業であって説明会

を開催しない場合は計画内容の周知の結果の報告を受けた日）の翌日（自己の居住

の用に供するものにあっては、第 10 条第２項に規定する届出の日の翌日）から起

算して 10 日以内に、開発事業について協議すべき事項を記載した規則で定める書

面（以下「協議事項通知書」という。）を事業者に通知するものとする。 

２ 事業者は、前項に規定する協議事項通知書を受けたときは、当該通知書に基づき

町長と協議しなければならない。 

３ 町長は、第１項に定める協議事項通知書を通知したときは、速やかに当該協議事

項通知書の写しを公衆の縦覧に供しなければならない。 

（開発事業の協議申請等） 

第 14 条 事業者は、前条第２項に規定する協議が完了した後、規則で定めるところ

により、開発事業協議申請書（以下「協議申請書」という。）を町長に提出しなけ

ればならない。 

２ 事業者は、協議申請書の作成にあたっては、周辺住民の意見を踏まえ、良好なま

ちづくりに寄与できるよう努めなければならない。 

３ 町長は、第１項の協議申請書の提出を受けたときは、速やかに当該協議申請書の

写しを公衆の縦覧に供しなければならない。 

（承認書の交付等） 

第 15 条 町長は、前条第１項に規定する申請を受けたときは、第３節の開発事業の

基準に適合しているかについて審査するものとする。 

２ 町長は、前項の審査の結果、規則で定めるところにより、当該開発事業が開発事

業の基準に適合していると認めるときはその旨を記載した書面（以下「開発基準適

合承認書」という。）を、適合していないと認めるときは補正すべき内容、理由及

びその期限を記載した書面（以下「開発事業計画補正通知書」という。）を事業者

に交付するものとする。 

３ 町長は、前項の規定により開発事業計画補正通知書の交付を受けた事業者が当該

開発事業計画補正通知書の内容に従った補正をしたときは開発基準適合承認書を

事業者に交付するものとする。 

４ 町長は、第２項又は前項の規定により開発基準適合承認書又は開発事業計画補正

通知書を交付したときは、その交付した日以後、速やかに当該開発基準適合承認書

又は開発事業計画補正通知書の写しを公衆の縦覧に供しなければならない。 

（協議、協定等の締結） 

第 16 条 町長は、前条第２項又は第３項に規定する開発基準適合承認書を交付した

ときは、協議が成立した証として、次の各号のうち必要と認める書面を作成し、事

業者と協定等を締結することができる。 

（１） 都計法第 29 条第１項の許可を必要とする開発事業においては、公共施設

に関する同意及び協議書 

http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000860
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000822
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000818
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000901
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000901
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000912
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000924
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000924
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001107
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000938
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000942
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000942
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（２） 開発事業の施行に関する協定書 

（３） その他町長が必要と認める書面 

２ 前項の規定は、次条に規定する協議の内容を変更する場合において準用する。た

だし、規則で定める軽微な変更については、この限りでない。 

（開発事業を変更する場合の手続） 

第 17 条 事業者は、第 14 条第１項の規定による協議申請書の提出から第 15 条第２

項又は第３項の規定による開発基準適合承認書が交付されるまでの間に開発事業

の計画を変更しようとするときは、その旨を規則で定めるところにより町長に届け

出なければならない。ただし、規則で定める軽微な変更をするときは、この限りで

ない。 

２ 事業者は、第 15 条第２項又は第３項の規定による開発基準適合承認書の交付後

に開発事業の計画を変更しようとするときは、規則で定めるところにより、当該計

画の変更内容等を町長に申請し、その内容が開発事業の基準に適合していることを

確認した書面（以下「開発基準適合再承認書」という。）の交付を受けなければな

らない。ただし、規則で定める軽微な変更をするときは、この限りでない。 

３ 町長は、第１項の規定による届出又は前項の規定による申請を受けたときは、速

やかにその写しを公衆の縦覧に供しなければならない。 

４ 事業者は、第１項の規定による届出又は第２項の規定による申請を行ったときは、

第10条第１項の規定による開発事業計画板に記載された事項を変更するとともに、

同条第３項の規定により周辺住民に対し説明会を開催し、当該変更の内容を説明し

なければならない。ただし、規則で定めるところにより周辺住民に影響がないと町

長が認める場合は、この限りでない。 

５ 第 10 条第４項の規定は、前項の規定により事業者が説明会報告書を町長に提出

する場合について、同条第５項の規定は、前項の規定により町長が説明会報告書の

提出を受けた場合について準用する。 

６ 開発事業の計画の変更部分について協議すべき事項は、第 13 条の規定を準用す

る。 

（工事着手の制限） 

第 18 条 事業者は、第 15 条第２項又は第３項の規定による開発基準適合承認書の交

付を受けた日以後でなければ、開発事業に関する工事に着手してはならない。 

２ 事業者は、第 16 条第１項（同条第２項により準用する場合を含む。以下同じ。）

の規定による協定等を締結した日以後でなければ、開発事業に関する工事に着手し

てはならない。 

３ 事業者は、前条第２項の開発基準適合再承認書の交付を受けなければならないと

きは、その交付を受けた日以後でなければ、当該変更に係る開発事業に関する工事

に着手してはならない。 

（工事着手等の届出） 

第 19 条 事業者は、開発事業に関する工事に着手したとき又は開発事業を中断し若

http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000958
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000924
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000942
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000942
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000942
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000970
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000975
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000970
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000975
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000815
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000827
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000985
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000831
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000985
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000897
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000942
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000958
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000961
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000975
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しくは廃止したときは、規則で定めるところにより、速やかに町長に届け出なけれ

ばならない。 

（工事完了検査等） 

第 20 条 事業者は、開発事業に関する工事について、規則で定めるところにより、

町長が行う中間検査及び完了検査を受けなければならない。 

２ 町長は、前項に規定する完了検査の結果、第 13 条第２項の規定により協議した

内容に適合していると認めるときは、規則で定めるところにより、事業者に完了検

査通知書を交付するものとする。 

３ 町長は、第１項の規定に基づく検査の結果、開発基準適合承認書の内容に適合し

ていないと認めるときは、規則で定めるところにより、その理由及び期限を付して

是正すべき内容を記載した指示書を当該事業者に交付しなければならない。 

４ 事業者は、第２項に規定する完了検査通知書の交付を受けた日以後でなければ、

当該開発事業により建築される建築物又は設置される施設の使用を開始してはな

らない。ただし、町長がやむを得ないと認めるときは、この限りでない。 

（公共施設及び公益施設の管理及び帰属） 

第 21 条 開発事業に係る公共施設は、前条第２項に規定する完了検査通知書を交付

した日（都計法第 29 条の規定による開発許可を要する開発事業にあっては、都計

法第 36 条第３項に規定する公告の日）の翌日から町の管理に属するものとする。

ただし、法令に定めのあるもの又は第 16 条第１項（同条第２項により準用する場

合を含む。以下同じ。）の規定による書面により別に定めをしたものについては、

この限りでない。 

２ 開発事業に係る公益施設は、前条第２項に規定する完了検査通知書を交付した日

（都計法第 29 条の規定による開発許可を要する開発事業にあっては、都計法第 36

条第３項に規定する公告の日）の翌日から、第 16 条第１項の規定による書面に定

めた管理者の管理に属するものとする。ただし、法令に定めのあるものについては、

この限りでない。 

３ 第１項の規定は同項に規定する公共施設の用に供する土地の町への帰属につい

て、前項の規定は同項に規定する公益施設の用に供する土地の町への帰属について

準用する。 

４ 開発事業に関する工事により設置された町が管理する公共施設及び公益施設の

瑕疵
か し

担保期間は、前条第２項の規定による完了検査通知書を交付した日の翌日から

１年間とし、当該期間中に補修が必要となったときは、事業者の責において補修す

るものとする。 

５ 前４項に定めるもののほか、公共施設及び公益施設の管理及び帰属に関して必要

な事項は規則で定める。 

第３節 開発事業の基準 

（基準の遵守） 

http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001029
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001029
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001031
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001031
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000958
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000961
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001031
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000958
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001050
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001050
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001058
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001058
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001031
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001050
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第 22 条 事業者は、この節に定める開発事業の基準に従い、開発事業を行わなけれ

ばならない。 

２ この節に定めのない開発事業の基準について他法令で定められている場合は、そ

の他法令の基準を開発事業の基準とみなす。 

（公共施設及び公益施設の整備基準） 

第 23 条 公共施設及び公益施設の整備基準は、別表第１に定めるとおりとする。 

（開発事業の整備基準） 

第 24 条 開発事業の整備基準は、別表第２に定めるとおりとする。 

（災害の防止） 

第 25 条 事業者は、開発区域及び周辺地域における地形、地質、過去の災害等の有

無に関して、事前の調査を行うとともに、必要に応じてがけ崩れ、土砂の流出、出

水、浸水、地盤沈下等の開発事業による災害を防止するための措置を講じなければ

ならない。 

（公害の防止） 

第 26 条 事業者は、開発事業に伴い生じる騒音、振動、大気の汚染その他の公害の

防止に努めなければならない。 

（電波障害の防止） 

第 27 条 事業者は、開発事業に伴い電波障害を生じるおそれがある場合は、工事着

手前及び工事完了後に調査を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

第４節 都市計画法に定める開発許可の基準 

（都市計画法に定める開発許可の基準） 

第 28 条 この節の規定は、都計法第 29 条の規定による開発許可が必要な開発行為に

ついて、都計法第 33 条第３項の規定による技術的細目において定められた制限の

強化に関する基準及び同条第４項の規定による開発区域内において予定される建

築物の敷地面積の最低限度に関する制限について必要な事項を定める。 

（開発区域内道路） 

第29条 都計法令第29条の２第１項第２号の規定により開発区域内に整備される小

区間で通行上支障がない場合の道路幅員は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 道路の延長が 70 メートル以下のとき 4.5 メートル以上 

（２） 道路の延長が 70 メートルを超え 100 メートル以下のとき 5.0 メートル以

上 

（公園等） 

第 30条 都計法令第29条の２第１項第５号の規定により開発区域の面積が3,000平

方メートル以上の開発行為において、主として住宅の建築の用に供する目的で行う

開発行為で設置すべき公園、緑地又は広場（以下「公園等」という。）の施設の種

類は、公園とする。 

（建築物の敷地面積の最低限度） 

第 31条 都計法第33条第 4項の規定による、予定される建築物の用途は、住宅とし、

http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001107
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001533
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001591
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001159
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都計法令第 29 条の３の規定による建築物の敷地面積の最低限度は、次表のとおり

とする。ただし、敷地面積の最低限度を確保することが困難であると町長が認める

場合、又は地区計画等その他法令において建築物の敷地面積の最低限度が定められ

ている場合は、この限りでない。 

区 域 敷地面積の最低限度 

市街化区域 
第一種低層住居専用地域 １３２平方メートル 

その他の用途地域 １２０平方メートル 

市街化調整区域 １５０平方メートル 

第３章 開発事業に係る紛争の予防及び調整 

（計画等における配慮事項） 

第 32 条 事業者は、開発事業の計画の策定（工事を実施するまでの通常の管理行為

等を含む。）及び工事の実施に当たり紛争（開発事業に伴って発生することが予想

される日照、通風及び採光の阻害、電波障害並びに工事中の騒音及び振動等による

周辺住民と事業者との紛争をいう。以下同じ。）を未然に防止するため、当該開発

事業の規模及び地域の特性に応じ、適切な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（あっせん） 

第 33 条 町長は、開発事業について、第 14 条第１項に規定する協議申請書の提出が

あった日以後において、周辺住民及び事業者（以下「紛争当事者」という。）の双

方から紛争の調整の申出があったときは、規則で定めるところにより、あっせんを

行うものとする。 

２ 町長は、前項の規定にかかわらず、紛争当事者の一方から紛争の調整の申出があ

った場合において、相当な理由があると認めるときは、あっせんを行うことができ

る。 

３ 町長は、あっせんを行うときは、紛争当事者双方の主張の要点を確かめ、紛争が

解決されるよう努めなければならない。 

４ 町長は、あっせんを行うため、二宮町開発事業紛争相談員（以下「紛争相談員」

という。）を置くことができる。 

５ 紛争相談員は、３人以内とし、法律、建築等に関し優れた経験と知識を有する者

のうちから町長が委嘱する。 

６ 紛争相談員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠相談員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

７ 前３項に定めるもののほか、紛争相談員に関し必要な事項は、規則で定める。 

８ 町長は、あっせんにより紛争の解決の見込みがないと認めるときは、あっせんを

打ち切ることができる。 

（調停） 

第 34 条 町長は、前条第８項の規定によりあっせんを打ち切った場合において必要

があると認めるときは、紛争当事者に対し、規則で定めるところにより、調停に移

行するよう勧告することができる。 

http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000924
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001245
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001295
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001258
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２ 町長は、前項に規定する勧告を行った場合において、紛争当事者双方がその勧告

を受諾したときは、調停を行うものとする。 

３ 町長は、前項の規定にかかわらず、紛争当事者の一方が第１項に規定する勧告を

受諾した場合において、相当な理由があると認められるときは、調停を行うことが

できる。 

４ 町長は、調停を行うに当たり調停案を作成し、紛争当事者に対し、期間を定めそ

の受諾を勧告することができる。 

５ 町長は、調停を行うにあたっては、二宮町開発事業紛争調停委員会の意見を聴か

なければならない。 

６ 町長は、紛争当事者間で合意が成立する見込みがないと認めるときは、調停を打

ち切ることができる。 

７ 第４項の規定による勧告が行われた場合において、同項の期間内に紛争当事者双

方から受諾する旨の申出がないときは、当該調停は、打ち切られたものとみなす。 

（紛争調停委員会の設置等） 

第 35 条 開発事業に係る紛争の調停に関する事項を審議するため、二宮町開発事業

紛争調停委員会（以下「紛争調停委員会」という。）を設置する。 

２ 紛争調停委員会は、町長の諮問に応じて紛争の調整に関する事項について調査審

議し、その結果を報告すること及び意見を述べることができる。 

３ 紛争調停委員会は、委員５人以内をもって組織し、法律、建築等に関し優れた経

験と知識を有する者のうちから町長が委嘱する。 

４ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

５ 前４項に定めるもののほか、紛争調停委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、

規則で定める。 

（あっせん又は調停のための要請） 

第 36 条 町長は、あっせん又は調停のために必要があると認めるときは、規則で定

めるところにより、紛争当事者及び工事施工者等（設計者、工事施工者又は工事監

理者をいう。以下同じ。）に対し、出頭を求め、その意見を聴き、又は関係図書の

提出を求めることができる。 

（工事の着手の延期又は工事の停止の要請） 

第 37 条 町長は、あっせん又は調停のために必要があると認めるときは、事業者に

対し、期間を定めて工事の着手の延期又は工事の停止を要請することができる。 

（あっせん又は調停のための要請に応じない場合の措置等） 

第 38 条 町長は、第 36 条の規定による出頭若しくは関係図書の提出を求め、又は前

条の規定による工事の着手の延期若しくは工事の停止を要請した場合において、そ

の求め又は要請を受けた者がその求め又は要請に正当な理由なく応じないことに

より、良好な近隣関係の保持が著しく害されるおそれがあるときは、その旨を公表

することができる。 

http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001265
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001268
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001265
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001277
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001277
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001295
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001304
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001310
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001310
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２ 町長は、あっせん及び調停の結果について、町が対応した概要を公表することが

できる。 

（手続の非公開） 

第 39 条 あっせん及び調停の手続は、公開しない。 

第４章 雑則 

（適用除外） 

第 40 条 次に掲げる開発事業については、第２章の規定は適用しない。 

（１） 都計法第４条第 15 項の規定による都市計画事業 

（２） 土地区画整理法（昭和 29 年法律第 119 号）の規定による土地区画整理事

業 

（３） 土地改良法（昭和 24 年法律第 195 号）の規定による土地改良事業 

（４） その他規則で定める開発事業 

（地位の承継） 

第 41 条 この条例に規定する開発事業の申請をした者の相続人その他一般承継人又

は当該申請をした者から当該開発区域の土地の所有権その他当該開発事業に関す

る工事を施行する権原を取得した者は、承継人が有していた当該申請に基づく地位

を承継するものとする。 

２ 前項に規定する地位を承継した者は、規則で定めるところにより、町長に届け出

なければならない。 

（工事の停止、中止等の勧告） 

第 42 条 町長は、事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該事業者に対

し、工事の停止、中止その他必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

（１） 第５条第１項に規定する構想届出書の届出、第９条第１項に規定する事前

協議書の提出又は第 14 条第１項に規定する協議申請書の提出をせずに工事に

着手したとき。 

（２） 第 15 条第２項又は第３項に規定する開発基準適合承認書又は第 17 条第２

項に規定する開発基準適合再承認書の内容と異なる工事に着手したとき。 

（３） 第 16 条第１項第１号の規定により締結した協議書の内容と異なる工事に

着手したとき。 

（４） 第 18 条第１項又は第３項の規定に違反して工事に着手したとき。 

（５） 第 18 条第２項の規定に違反して工事に着手したとき。 

（是正命令等） 

第 43 条 町長は、前条（第３号及び第５号を除く。）の規定による勧告を受けた事業

者が当該勧告に従わないときは、当該事業者に対し、工事の停止若しくは中止を命

じ、又は相当の期間を定めて、違反を是正するための必要な措置を講ずるよう命ず

ることができる。 

２ 町長は、前項の規定による命令をしようとするときは、当該事業者に対し、あら

かじめ、出頭を求めて意見の聴取を行わなければならない。ただし、当該事業者が

http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000697
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#l000000000
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001364
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001378
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000707
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000782
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000924
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000942
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000975
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000975
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000000958
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001007
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001015
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001010
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001371
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001389
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001398
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001406
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正当な理由がなく意見の聴取に応じないとき又は緊急その他やむを得ないときは、

この限りでない。 

（立入検査等） 

第 44 条 町長は、この条例の施行について必要な限度において、町長の指定した者

に開発区域内に立ち入らせ、工事その他の行為の状況を検査（以下この条において

「立入検査」という。）させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査を行う町長の指定した者は、その身分を示す証明書を

携帯し、関係人から請求があったときは、これを提示しなければならない。 

３ 町長は、必要と認めるときは、開発事業の工事の内容等に関し、事業者、代理人

及び工事施工者から、必要な資料の提出及び報告を求めることができる。 

（公表） 

第 45 条 町長は、次の各号のいずれかに該当する者の氏名又は名称、違反の事実そ

の他必要な事項について、規則で定めるところにより、公表することができる。 

（１） 第 42 条に規定する勧告に従わない事業者 

（２） 第 43 条第１項に規定する命令に従わない事業者 

２ 町長は、前項に規定する公表をしようとするときは、あらかじめ、当該事業者に

対し、意見を述べる機会を与えなければならない。 

（委任） 

第 46 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則

で定める。 

第５章 罰則 

（罰則） 

第 47 条 第 43 条第１項の規定による命令に違反した者は、６月以下の懲役又は 50

万円以下の罰金に処する。 

（両罰規定） 

第 48 条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、そ

の法人又は人の業務に関し、前条の違反行為をしたときは、その行為者を罰するほ

か、その法人又は人に対しても、同条の罰金刑を科する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 30 年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に町と同意協議書の取り交わし又は協定を締結した開発

事業については、第２章から第５章までの規定は、適用しない。 

 （特別職員報酬費用弁償の額並びに支給方法条例の一部改正） 

３ 特別職員報酬費用弁償の額並びに支給方法条例（昭和 31 年二宮町条例第 60 号）

の一部を次のように改正する。 

http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#l000000000
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001417
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001421
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001439
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001371
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001406
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001436
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#l000000000
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#l000000000
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001406
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001462
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#e000001462
http://www.city.isehara.kanagawa.jp/reiki_int/reiki_honbun/c500RG00000557.html#l000000000
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  別表第１都市計画審議会委員の項の次に次のように加える。 

開発事業紛争相談員 〃       10,000 円 

紛争調停委員会委員 〃       10,000 円 
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別表第１（第 23 条関係） 

公共施設及び公益施設の整備基準 

種 別 基  準 

１ 道路 開発区域内に設置する道路は、次に掲げる幅員とし、規則で定める

基準により整備すること。 

（１） 道路の延長が 70 メートル以下のとき 4.5 メートル以上 

（２） 道路の延長が 70 メートルを超え 100 メートル以下のとき

5.0 メートル以上 

（３） 道路の延長が 100 メートルを超えるとき 6.0 メートル以上 

２ 公園等 （１） 開発区域の面積が 3,000 平方メートル以上の開発行為（規則

で定める開発事業を除く。）における公園等の面積は、開発区域の

面積の３パーセント以上とする。 

（２） 前号の規定において、主として住宅の建築の用に供する目的

で行う開発事業において設置すべき公園等の施設の種類は公園と

する。 

（３） 前２号に定めるもののほか、公園等の整備基準は、規則で定

める。 

３ 排水施 

設 

開発区域内の汚水及び雨水の排水施設については別々の系統とする

とともに、開発区域及びその周辺の地域に浸水等による被害が生じる

ことのないよう有効に排除できる機能を有し、規則で定める基準によ

り整備すること。 

４ 消防水

利施設等 

（１） 消防水利施設は、耐震性を有するものとし、消防活動に支障

を来たすことがないよう、防火水槽(耐震性貯水槽等を含む。)及

び消火栓を規則で定める基準により整備すること。 

（２） 消防活動空地は、消防活動に支障を来たすことがないよう、

規則で定める基準により整備すること。ただし、建築物に規則で

定める施設が設置されていることにより、消防活動が円滑に行わ

れると町長が認めた場合は、この限りでない。 

（３）街頭消火器は、初期消火に支障を来たすことがないよう、規則

で定める基準により整備すること。 

５ ごみ置

場 

ごみ置場は、ごみ及び資源の収集活動に支障を来たさないよう、規

則で定める基準により整備すること。 

６ 防犯灯

施設 

防犯灯は、通行者の安全及び防犯の観点から、規則で定める基準に

より整備すること。 

７ 交通安

全施設 

交通安全施設は、歩行者又は通行車両の安全確保の観点から、規則

で定める基準により整備すること。 
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別表第２（第 24 条関係） 

開発事業の整備基準 

種 別 基  準 

１  建築物

の 敷 地 面

積 

（１） 都計法第 29 条第１項の許可を必要とする一戸建て住宅の建

築を目的とした開発事業における一戸建て住宅の敷地面積の最

低限度は、次表のとおりとする。ただし、敷地面積の最低限度

を確保することが困難であると条例第 13条第２項の規定による

協議により町長が認める場合は、この限りでない。 

区域 敷地面積の最低限度 

市街化区域 第一種低層住居専用地域 132 平方メートル 

その他の用途地域 120 平方メートル 

市街化調整区域 150 平方メートル 
 

（２） 前号の規定は、開発区域内における一戸建て住宅の敷地が

２以上の用途地域にわたる場合は、当該敷地に占める割合が最

も大きい用途地域の規定を適用する。 

２  環境の

保全 

開発区域及びその周辺の自然環境等、地域の特性に配慮し、良好

な地域環境の保全に努めること。 

３  営農環

境 へ の 配

慮 

開発区域周辺の農地の営農環境について、規則で定める基準によ

り必要な措置を講ずること。 

４  文化財

の保護 

（１） 開発区域内に文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 号）に規

定する周知の埋蔵文化財包蔵地又はその隣接地を含む場合は、

あらかじめ二宮町教育委員会と協議の上、埋蔵文化財の保護に

必要な措置を講ずること。 

（２） 前号に規定する場合のほか、開発事業に係る工事の施工中

に埋蔵文化財を発見したときは、直ちに、当該工事を中断し、

現状を保存するとともに速やかに二宮町教育委員会と協議の

上、埋蔵文化財の保護に必要な措置を講ずること。 

５  福祉の

ま ち づ く

り 

障がい者等が安心して生活し、自らの意思で自由に移動し、及び

社会に参加することができるバリアフリーのまちづくりの実現に向

け、障がい者や高齢者等に配慮した開発事業の計画を行うこと。 

６  緑化の

推進 

開発区域内の緑地については、既存樹木の保全や植栽を積極的に

行うものとし、規則で定める基準により整備すること。 

７  駐車場

施設等 

自動車駐車場、自動二輪車（原動機付自転車を含む。）駐車場及び

自転車駐輪場は、交通安全上支障のない場所に規則で定める基準に
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より整備すること。 

８  中高層

建 築 物 に

関 す る 措

置 

中高層建築物の建築を目的とする開発事業については、規則で定

める基準により必要な措置を講ずること。 

９ 葬祭場 葬祭場の設置を目的とする開発事業については、規則で定める基

準により整備すること。 

10  ペット

霊園 

ペット霊園の設置を目的とする開発事業については、規則で定め

る基準により整備すること。 

11  建築物

の 建 築 を

伴 わ な い

土地利用 

建築物の建築を伴わない開発事業を行う場合は、規則で定める基

準により整備すること。 

 


